
事業再評価調書
事 号三名 急 1唄 | 辟地 F 塀 声 地 区 名 三川 (3)地区 所在地 民崎市

担 当部ヨ!名

事
業
概
要

(1)事業目的
三川 (3)地区急傾斜地崩壊対策事業は、長崎市の北東部に位置し、昭和57年の長崎大水
害の際には斜面崩壊が発生し、人家1戸が全壊する被害を引き起こしている。一連の斜面
下には現在も人家27戸及び1級市道三原三川町線等が存在し、土砂災害が発生した場
合、被害は甚大なものと予想されることから、対策工事を実施することで被害を未然に防ぐ
ものである。

(2)主な事業内容
法面エ
現場打法枠エ
フ
°
レキャスト法枠エ

現場吹付法枠エ
アンフレームエ

A=6,885ド
A=619ド
A=350浦
A=3,703席
A=2,213ド

(前回)

(5,286m2)

(1.240m2)

(1.520市
2)

(2.520m?)

(Om?)

看エ

年度
可回再評価

年度

計画変史
年度

休上期間
工 日寺 前回再評価時 計 変 日寺 再 平1面

H19 H23 R3 R6
事
業
費

千 FE 前 年度まで

(手 円 )

進″郵
(0/o)看工時 F i時 墾 更 再 辞 面時

350,000 350,000 530,000 320.000 ,0.4

事
業
の
進

捗

(1)整備効果の発現状況(供用開始など)

昭和57年の長崎大水害での崩壊履歴が確認されてた箇所から対策工をA=3,200浦実施してい
る。現在に至るまで崩壊や斜面の変動等は確認されておらず一定の効果を果たしていると考え
る。                    :

(2)未着工及び工事遅延等の理由及び解決の見通し
・土砂災害警戒区域の設定により、30° 以上の箇所が確認されたため、対象施工範囲の現地再測量を
実施、併せて地元より強風を考慮した工法選定の要望があり設計の見直しに時間を要した。
・現在は工法について地元理解を受け、用地取得も完了しており、早期完成に向けて工事を実施してい
る。

(3)関連事業の整備状況
口特になし

社

△
玄

経
済
等
の
情
勢
及
び
そ
の

状

況

変
化

(1)地元 (受益者、市町村等)の意向
口地元より早期の事業概成を求められている。

(2)自 然や生活環境保全の観点で特記すべき事項
口特になし   ,

(3)事業が地域に及ぼす効果
,保全対象として市道:人家が密集しており、これらを保全することにより国民の生命を保護する

ものである。

4
前 回評 価 時 再 評 価 時 ♂阿面 偏 考

27 27 O受 益 ヨ数

市週 120m O必要性
公共施設 市週 120m

重要性
地元要望
の有無

有 有 O

緊 急 生 緊 急 1 霊含 冨

椎 済 生 B/C 2.44 1.82 中

[土木部としての総合評価と対応方針 ]

事業継続総合評価 事業見直し継続 休止    中止

メント



令和 2年度 第 1回
長崎県

′ム`共事業評価監視委員会

再評価対象事業

「
，・

↓
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IIttT

砂防-5 三川(3)地区急傾斜地崩壊対策

事業

事業主体 長崎県

再評価
の理由

再評価後変更

1
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区
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1.審議経過

審議経過 再評価の理由

工期
事業費
(億円)

B/C 備考

着工 完了

当初

(H19新規 )

H19 H23 3.5 2.87

【工事概要】

法面工 A=5280R→
現場打法枠工A〓 1240Rl
9° レ辛ヤスト枠工A=1520市
現場吹付法枠工A=2520市

第1回審議
(H28寄覇藍)

事業採択後
10年経過

H19 R3 3.5 2,44

【工事概要】

法面工 A=5280R→
現場打法枠工A〓 1240ni
フ
°
レキャスト枠工A=1520浦

現場吹付法枠工A=2520市

第 2回審議

(R2年度) 再評価後変更 H19 R6 5.3 1.82

【工事概要】

法面工 A=6885市
現場打法枠工 A=619Ri
フ
°
レキヤスト枠正 A=350市

現場吹付法枠工 A〓 3,703浦
ノンフレームエ A=2.213R｀

【当初評価からの変更概要】
工事内容の見直しによる工期延長

工事内容の見直しによる事業買増額
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2.目 的四事業概要・これまでの経緯

【目的】

本事業箇所は、保全対象の人家27戸を含むがけ
高36mの急傾斜地であり、自然災害等から人命を
守るため急傾斜地崩壊対策事業を行う。

【事業概要 】
法面工 A=6885ポ
現場打法枠工  A=619門 f

フ
°
レキャスト枠工  A=350ド

現場吹付法枠工 A=3,703ポ
ルフレームエ   A=2,213謂

凡例
■工事完了
■工事中
■残工事

事業進捗率 60.4%(事業費べTス )

用地進捗率 100%(面積ベース)

二 浄 被害想定区城

狙 保全人ま

:||十二 道  路

3

H19 事業化

H20 工事着手

H23～H27 地元調整

‖28～ 残工事着手

3.事業の効果・必要性

【事業効果】
急傾斜地崩壊対策によつて、人家27戸の保
全はもとより、一級市道L=120mが保全施
設に含まれるため、住民への避難経路の確
保にも繋がります。

全体計画 L=160m

号

【必要性】

昭和57年の長崎大水害時に斜面崩壊によ

り、人家1戸全壊の被害が発生しており、今後
も集中豪雨等により斜面の崩壊等危険性が

懸念されるため、早急に対策工完了させる必
要がある。

保全対象物の重要性、災害時の地域経済への影響を考慮した上でも事業継続の必要性がある。

左記崩壊頭部

表層崩壊による滑落崖 4



4.事業の進捗状況 (事業費の見直し)

【事業費】3.5億円(前回評価時点)→5.3億円(変更)

↓

事業費増減
の内容

増減額 主な増厩埋田

環境に配慮した
工法への見直し
に関する検討等。

工活の変更 O.5億円

対策範囲の
拡大

O.7億円 珂 策 範 囲を孤入 。

その他 O.6億円 労務賢等の 1目刀□

1.とうl恵 円a討

地元要望 (環境への

／

ヽ

/

/

範囲

当初対策範囲ャ́
/＼

【前回評価時点】)

法面エ

現場打法枠エ

フ
°
レキャスト法枠エ

現場吹付法枠エ

卜 5,280Rf

洋 1,240Hf

洋 1,520Rf

洋 2.520ぼ

【変更】

法面エ

現場打法枠エ

フ
°
レキャスト法枠エ

現場吹付法枠エ

′ンフレームエ

A=6,885∬
A戸  619∬

A= 350市
A=3,703nf

洋 2,213nド

5.事業の進捗状況 (事業期間の見直し)

【完了工期】R3(前回評価時点)→R6(変更)

・ 環境に配慮 した対

策への工法見直 しに

関する検討等による
工期延長

・ 対策範囲の拡大に
よる工期延長

地元要望(環境への配慮) 当初対策範囲´
/́｀

/

／

ヽ

/
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7.事業の投資効果

前回評価

(平成28年度)

今回評価 「

(令和2年度)

残事業 3.11と 7.81億円/2.51億円 4.34〓 9.55億円/2.20億円

全事業 2.44=8.60億 円/3.52億円 1.82=11.29億 円/6.21億円

【B/C】 2.44(前 ロ 評価時点)→ 1.82(現行 )

◆ 費用対効果(B/C)

〔費用〕       !
日急傾斜地対策工施工及び測量設計調査に要する費用

〔便益〕
H急傾斜地対策を実施することによって発現する便益

〔マイナス要因〕
・事業費の増(設計見直し)

H工期の延長(地元調整等)

・ 保全対象(人家27戸、1級市道)の重要性、災害時の地域経済
への影響を考慮した上でも事業継続の必要性がある。

・ 地元からの要望により開始した事業であり、地元が早期完成を
望んでいるも

と事業費の増額、二期の延長はあるものの、費用対効果が十分
見込まれる。

7

8

8.対応方針 (原案 )

対応方針
(原案)



事業再評価調書
手 : Ξ名 思 ll貝 | 地 至名 2 所 狂 〕 I

世
一 呆市

事 主 体 逼 担 当部 :名 」Lラ

"防

課

事
業
概
要

(1)事業目的
陣の内(2)地区急傾斜地崩壊対策事業は、佐世保市陣の内町に位置する斜画傾斜角度

30度以上、がけ高約35mの急傾斜地であり、一連の斜面下には人家32戸及び佐世保市
立早岐中学校、その他市道陣の内3号線が存在している。斜面中には多数の崩壊痕や落
石等が確認されており、今後の豪雨等により上砂災害が発生した場合、被害は甚大なもの

と予想されることから、対策工事を実施することで被害を未然に防止するものである。

(2)主な事業内容
法面エ
現場吹付法枠エ

現場打法枠エ
プレキヤスト法枠エ

擁壁エ

洋 4,733nド

ハド1,444nド

洋 1,487nド

洋 1,802田百

L=87,Om

(当 初 )

(2,000m:)

(904市
2)

(1,096m2)

看エ

年度

副回再評 1面

年度

計回変貝
年度

休上期間
尾 工 時 前回再評価時 計変時 再 平1面

H23 H32 R4

子
業
費

子菜 (干 円 | 前年度まで

(千 円 )

進捗率

(0/る )前 五日寺 計 画 変 里 再 評 1画時

600,000 000 61.4

事
業
の

進

捗

果の発現状況(供用開始など)

・平成23年から令和元年度まで測量・調査・設計及び対策工を行つている。
日過年度の対策工により保全人家32戸のうち24戸を保全しており、対策完了区間においては

崩壊や斜面の変動等は確認されておらず、一定の効果を果たしている。

(2)未着工及び工事遅延等の理由及び解決の見通し
隣接する要対策箇所について、関係地権者からの要望が整ったことにより事業範囲を拡大した

ため、完了予定年度を令和4年度まで延長する。

(3)関連事業の整備状況
・特になし

社
▲
〓

経
済
等
の

情
勢
及
び
そ
の

状
況
変
化

(1)地元 (受益者、市町村等)の意向
"地元からの要望により開始した事業であり、地元としても早期完成を望んでいる。

(2)自 然や生活環境保全の観点で特記すべき事項
:特になし

(3)事業が地域に及ぼす効果
B保全対象として人家や中学校等が密集しており、これらを保全することにより国民の生命を保

護するものである。

4
初 再 評価 時 副H面 1庸考削

〓

32 O受益戸数 21

雨週 250m O必要性
公共施設 市道 250m

O重要性
地元要望

の有無
有 有

中緊 急 性 緊 急 度 含

中経 済 性 B/C 3.54 4.11

[土木部としての総合評価と対応方針]

事業見直し継続 休止   中止総合評価 事業継続

に ン



令和 2年度 第 1回
長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業

JR早岐駅

国道205号

砂防-6 陣の内(2)地区急傾斜地崩壊対
策事業

安久ノヵげ 力寮奮

事業主体 長崎県
子/差

'

陣の内 (2)地

は室竜強再評価
の理由

事業採択後10年経過
を

,

牙
ハ
つ

ス
テ

ン
ポ

ス

ス
，

ン
ボ
ス
獣

菅
長 、 ／

．
ェ

1.審議経過

審議経過 再評価の理由
正期 事業資

(億円)
B/C 概要

着工 完了

当初

(H23)
H23 H32 6.0 3.54

【工事概要】
工事長 L〓 200m
現場打法枠IA=904m2
プレキャス ト法枠工A=1′ 096m2

第 1回審議
(R2年度)

事業採択後
10年経過

H23 R4 6.0 4.11

【工事概要 (変更後)】

工事長 L=319m
現場吹付法枠工 A=1′444m2
現場打法枠工A=1,487m2
プレキャス ト法枠工A=1′ 802四 2

擁壁工 L=87m

【当初評価からの変更概要】
施工範囲拡大に伴う工期の増

2



2.目 的・事業概要 Jこれまでの経緯

◆目的     、

当地区は斜面直下に保全対象となる人家32戸及び佐世保市立早岐中学校等を含む、がけ高
約35mの急傾斜地であり、自然災害等から人命を保護するため、急傾斜地崩壊対策工事を実施
し、民生の安定を図ることを目的としている。

◆事業概要

現場吹付法枠工 1,444ド

プレキャスト法枠工 1,802ポ

翌

現場打法枠工 1,487ド

待受擁壁工 87m

事業進捗率 61%(事業費ベース)

用地進捗率 100,6(面積ベース)

」 ‐

3ヽ

凡   例

平成23年度
}

事業化

平成24年度 用地 着 手

rtl■劇 当初計画

― 範囲拡大

― 保全人家

.平成26年度 工事着手

3.事業の効果・必要性

保全対象
・人家(32戸 )

日早岐中学校
E市道:250m

」 ‐

」̀_、

■ 拡大

斜面部の表層崩壊

岩塊の亀裂・押出し状況

4

ヽ

4ヽと二智支士ri_



4.事業の進捗状況 (事業費の見直し)

主な増励理由事業費増河の内容 増減額

O.6億円 対策範囲を拡大対策範囲の拡大

対策工法の変更工法の変更 ―O.6億円

合計 ±O億円

一．

5

ヽ
一 、

ヽ

ヽ
、 u立 早岐中学校″,.

【完了工期】H32(当初)→R4(変更)

・隣接する要対策箇所について、関係地権者からの要望が整ったため、事業範囲を拡大。

ゴ 与

6

4.事業の進捗状況 (事業期間の見直し)

、 煎 立早岐中学校″.._



情勢等の変化5

保全対象人家が21戸⇒32戸に増加
⇒計画範囲の拡大及び居住家屋数の変化に伴うもの

ゴ 与

⇒保全対象人家11戸の

、.o立 早岐中

=亀

ri

ヽ

7
ヽ｀

ヽ

O 保全対象人家(転居による増〕 6戸

O 保全対象人家(転居による減〕 -3戸

O 保全対象人家(施工範囲拡大による増) 8戸

理
一

6.事業の投資効果

【B/C】 3.54(当初)→ 4.11(現行)

◆ 費用対効果(B/c)

〔費用〕
口急傾斜地対策工施工及び測量設計調査に要する費用

〔便益〕

〔据只婁曽評
策を実中する予とによって守現する便李

口保全対象人家の増   !
〔マイナス要因〕
ロエ期の延長(事業範囲の拡大)

前回評価

(平成23年度 )

今回評価

(令和2年度 )

残事業 10.18=24.54億 円/2.41億円

全事業 3.54=17.86億 円/5.05億円 4.11=28.62億 円/6.96億円

8



7.対応方針 (原案 )

・ 保全対象(人家32戸、佐世保市立早岐中学校等)の重要性、災

害時の地域経済への影響を考慮した上でも事業継続の必要性
がある。  :   ■

・ 用地進捗率は1000/oであり、今後早期に整備効果が発現する。

,地元からの要望により開始した事業であり、地元としても早期

完成を望んでいる。

・ 工期の延長はあるものの、費用対効果が十分見込まれる。

9

対,応方針

(原案)

見直し

継続


